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東日本大震災の被災地では，鉄道網・航空網の復旧に大幅な時間がかかった．被災を受けた公共交通網

の輸送を代替するため，各地で短期間のうちに期間限定のバス路線が新設され，それらは都市・地域間を

結ぶ重要な役割を担った．一方で，応急・復旧期の路線バス新設では，対応が場当たり的にならざるを得

ず，各機関において混乱が生じた．本研究では，被災地の行政機関，バス協会，バス事業者を対象として

関係資料並びに関係者の証言に基づき，応急・復旧期における対応について調査を行った．本稿では，東

日本大震災発災後に期間限定で運行された仙台空港アクセスバスに焦点を当てる．当時の対応状況を時系

列にまとめた上でその「語り」が持つ意味を解釈し，教訓を定性的に抽出するとともに，今後の防災なら

びに応急・復旧時対応に資する基礎的知見を得ることを目的とする．	
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1.	
 はじめに 
 
東日本大震災は，太平洋沿岸地域を中心に未曾有の被

害をもたらした．交通インフラも例外ではなく，現在に

おいても，復旧が終わらない箇所が存在する．被災地で

は，復旧までに時間がかかった空路や鉄路の代替として，

特別輸送のバス路線が新設された． 
東日本大震災における路線バス応急・復旧期[1]対応に

関しては，福本らによる被災3県(岩手県，宮城県，福島
県)のバス会社の経営陣及び乗合バス担当者に対して当
時の状況についてインタビュー調査を行った研究1）や，

国土交通省による地域のモビリティ確保の知恵袋20122）,
などの文献が存在する．これらの知見より，バス事業者

や行政による対応状況や課題が明らかとなっている．し

かし，震災による影響で新設されたバス路線は複数ある

ものの，新設当時の状況やそこから見えてきた課題につ

いてまとめている資料は数少ないのが現状である． 
また既存の調査研究は，「形式知」をベースにまとめ

られている．形式知とは，言語化された明示的な知識，

客観的・社会的，理性的・論理的，デジタル知などの言

葉で表現されるものを指す．重川3)は，今までの災害調

査・研究が形式知をベースとしたものに偏っており，こ

れらのデータが多数蓄積していても，災害対応プロセス

の全体像を把握することが困難であり，教訓がなかなか

生かされてこなかったことを指摘している． 
形式知の対義語として，言語化し得ない・言語化しが

たい知識，主観的・個人的，情緒的・情念的，アナログ

知などの言葉で表現される「暗黙知」がある．林ら7)は，

前述の反省を踏まえ，大規模災害時における暗黙知の抽

出，収集，共有化を行うことを目的とした災害エスノグ

ラフィー研究を行っている．これらの研究によって，災

害を直接体験していない人々にも，災害の実態を認識さ

せ，災害についての理解をより深めることを可能にした． 
   また夏山ら7)8)は，東日本大震災における地方整備局，
地元建設業者の復旧活動について，しばしば工学にて採

用される複数事例の様子をデータ化し統計的に分析する

方法論を用いて知見を得ることは困難であるという認識

から，人文社会科学におけるナラティブ・アプローチに

基づいて，物語描写を行っている． 
本研究では，東日本大震災発災後に鉄道代替輸送のた

めに新設された仙台空港アクセスバスに焦点を当てる．

既存の災害エスノグラフィー研究4)5)6)や物語描写研究7)8)

を参考に，当時の対応状況を時系列にまとめた上で，既

往の資料9)-17)や複数の関係者の証言に基づき，暗黙知か

ら，災害教訓を抽出することを目的とする．教訓の抽出

や，組織内において個々人がたどった災害過程を明らか

にすることにより，今後の防災並びに応急・復旧期対応

に資する示唆を得る事ができると考えられる．  
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2．仙台空港アクセス線について 
2-1.概要	
 

	
 仙台空港アクセス線（以下，アクセス線）は，仙台駅

から仙台空港駅までを最速 17 分で結ぶ鉄道路線である．
仙台駅から名取駅間は，JR 東日本の東北本線に乗り入
れ，名取駅から仙台空港までの 4 駅（7.1km）を，仙台
空港鉄道株式会社が保有している．2007 年に本鉄道が
開業するまでは，仙台駅と仙台空港間において，仙台市

交通局によるエアポート・リムジンバスが運行されてい

た．鉄道開業後，バス路線は廃止され，アクセス線は仙

台駅と空港を結ぶ唯一の公共交通機関となっている．本

鉄道は仙台空港利用者の 4割強が利用する重要な交通手
段である． 
	
 

2-2.被害状況	
 

	
 仙台空港一帯は今回の震災による津波の浸水地域であ

る．滑走路の下をくぐる形で作られている空港トンネル

が冠水したほか，仙台空港駅 1階にある指令室，信号制
御・通信機器，非常用電源室が全て冠水し，運行制御シ

ステムが全壊した． 
	
 冠水した空港トンネルは，液状化による断面のずれも

見つかり，復旧には時間が要することとなる．津波被害

を免れた区間（名取駅-美田園駅間）は 7月 23日より暫
定ダイヤにて運行を再開し，全面再開は 10 月 1 日とな
った． 
 
3．仙台空港アクセスバスの概要 
 
	
 仙台空港アクセスバス（以下，アクセスバス）は，仙

台駅からの唯一の公共交通手段であったアクセス線の不

通による代替として，仙台空港における民航機の就航再

開に合わせて新設された．就航再開日である 2011 年 4
月 13日から，アクセス線全線再開日である同年 9月 30
日までの 177日間運行がされた．航空便 1便に 1台のバ
スを運行することとし，利用者が多い場合には続行便を

出すことによって対応した． 
	
 表-1 は，東日本大震災発災時から仙台空港，アクセ

ス線，アクセスバスの対応の概要について，時系列でま

とめたものである． 
	
 仙台空港再開に合わせてアクセスバスを運行するため，

東北運輸局が関係機関を集めた検討会議を 2011 年 3 月
25 日に開催する．東北運輸局は宮城県バス協会へ旅客
輸送の要請をし，それを受けたバス協会は会員事業者を

集めた運行事業者説明会を実施した．最終的に幹事会社

を仙南交通株式会社として 18 の会員事業者が共同とい
う形で，2011 年 4 月 13 日に運行を開始させた．以後
177 日間に渡って，のべ約 19 万人の旅客輸送を行っ
た.(図-2) 

	
 

 
図-1	
 仙台空港アクセス線,アクセスバス運行ルート	
 

	
 

表-1	
 仙台空港アクセスバスに関わる各機関の対応過程	
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図-2	
 アクセスバス輸送客数の推移 

	
 (宮城県バス協会提供資料より作成) 

 

4．調査の概要	
 

	
 

4-1.対象者の概要	
 

	
 本調査では，仙台空港アクセス鉄道バスの新設に大き

く関わっている3機関の方々にヒアリング調査を行った．
東北運輸局自動車交通部旅客第一課課長の庄子政美氏，

宮城県バス協会専務理事の北村治氏，仙南交通株式会社

社長の木村豊彦氏の3氏である．なお役職については，
ヒアリング調査を実施した2011年8月ならびに10月時点
のものである．	
 

	
 

4-2.インタビュー調査の方法	
 

	
 インタビュー方法は，既存の災害エスノグラフィー
調査4)5)6）に準じて，質問内容が固定化されない半構造化

インタビューを採用し，時系列に従った話題の展開に留

意した．以下の6つの問いをきっかけに，災害発生から

時間経過に即して自由な発言を依頼する形で調査を実施

した．	
 

1)震災発生時から数週間までの間，どのようなことを

していたか．	
 

2)震災対応で最も印象に残っていること	
 

3)震災対応で苦労した点，困った点	
 

4)今回と同じように対応すると思う出来事	
 

5)今回と異なる対応をしようと思う出来事	
 

6)もう少しこうすれば良かったというアイデアや工夫

の余地がある出来事	
 

なおインタビュー中は，ボイスレコーダーによる録音

と，ビデオ撮影を行っている．	
 

 
5．仙台空港アクセスバス新設に関する各機関の役

割に関する定性的記述	
 

	
 本章では，アクセスバス新設に重要な役割を果たした

3機関の概要を記した後，新設の対応にあたった3氏の
「語り」からエピソードを抽出し，災害対応プロセスに

ついて定性的に記述を行う．	
 

5-1.東北運輸局自動車交通部旅客第一課	
 

	
 東北運輸局（以下，運輸局）は，国土交通省の地方支

分部局の一つであり，東北地方の運輸・交通に関する業

務を所管している．自動車交通部旅客第一課は，バス事

業の許認可，バス事業に関する助成事業，バス活性化対

策，自賠責関係事務を主な業務として行っている．	
 

	
 東日本大震災の応急・復旧期においては，アクセスバ

スに関連する業務の他に，各県バス事業者への情報収集，

管内のバス事業者の運行状況などの情報掲載，一時的な

許認可の簡略化，応急期旅客輸送の検討，支援を行った．	
 

a) 許認可のスピードアップ	
 
	
 東日本大震災の発災により，東北新幹線をはじめとし

た被災地と他都市を結ぶ幹線の旅客輸送機関は軒並み被

害を受けた．鉄道網や航空網の復旧には時間がかかるこ

とが予想され，それらの補完のために国土交通省では，

関東地域のバス事業者に首都圏と東北を結ぶ便数の増強

を働きかけた．通常，路線の新設の許認可手続きは，数

ヶ月かかるようなケースも存在したが，震災直後の需要

の新設・増便については，事業計画を運輸局・運輸支局

に提出するだけで運行が許可される体制をとった．東北

運輸局では，許認可簡略化に関する自治体・事業者から

の相談を請け負った．この許認可のスピードアップが，

アクセスバス新設の際にも役立つこととなる．例えば，

通常，旅客運賃の決定に原価計算が必要となってくる．

しかしアクセスバスの場合，臨時便ということもあり，

事業者が出した1000円という金額に対して，「許容範囲
なのかなという感じがありましたので，この料金を出し

た根拠というのはそれほど求めなかった」と庄子氏は当

時の対応について語っている．	
 

b) 第1回検討会議の開催	
 
	
 2011年3月下旬国土交通省本省から，仙台空港に民航
機の臨時便就航の可能性について情報が入る．その時の

状況について庄子氏は「アクセス鉄道は当分運行の見込

み立たなかったんですよ．ですから絶対，空港の再開の

方が早い．いつ臨時便が飛んでくるか明確ではないけれ

ど，調整しなきゃいかんなと思った．」と語っている．

その後，アクセス線を所管する運輸局鉄道部が，関係部

署（企画観光部，自動車交通部，宮城運輸支局），東京

航空局仙台空港事務所，仙台空港ビル株式会社，仙台空

港鉄道株式会社，宮城県，宮城県バス協会などを集めて，

3月25日に第1回検討会議を開催する．この検討会議にお
いて，仙台駅と仙台空港を結ぶバス路線の必要性が提起

され，バス関連の業務を担当する自動車交通部の庄子氏

は，仙台空港と仙台駅間の直通バス運行準備の手順につ

いて尋ねられる．庄子氏は「うち（運輸局）の方が個別

で事業者を指名するわけにもいきませんし，誰かが個別

に動くのもまずい」と判断し，宮城県バス協会を通じて

事業者を募ることを提案し，手配を行った．その後，バ
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ス事業者も含めて，アクセスバス運行開始まで計４回検

討会議を開催したほか，庄子氏自身も運行現場に行き，

係員の配置や乗降場所の確認を行っている．	
 

	
 

5-2.宮城県バス協会	
 

	
 宮城県バス協会（以下，バス協会）は，宮城県内で運

行する71のバス事業者(2015年4月現在)を取りまとめる
組織で，専務理事以下3名の常勤職員で運営している．
会長は，宮城県内最大手のバス事業者，宮城交通株式会

社の社長が兼務している．事業者相互の連携や，バス運

行に関わる調査，指導などを主な業務として行っている．	
 

	
 東日本大震災の応急・復旧期においては，アクセスバ

ス事業説明会開催，アクセスバスに関する情報をホーム

ページに公開するなどの他に，県および基礎自治体から

の輸送依頼対応，被災事業者の訪問，並びに営業を再開

する上での必要書類や支援物資の提供及び被災状況の調

査などを行った．	
 

a) 運行事業者説明会の開催	
 
	
 	
 運輸局で開かれた3月31日の第2回検討会議にて，正式
にアクセスバスの運行が決まり，バス協会が全会員に対

して，事業者募集の周知を行った．その後，4月5日にバ
ス協会主催で事業者説明会を開催する．当時の会員事業

者の状況について「貸切バスも大震災でキャンセルもあ

ったし，将来的展望がなかった」と北村氏は振り返る．

説明会では，希望事業者に対して「いつまで運行できる

のか，（国内線）臨時便に何人乗ってくるのかなどの，

リスクがあるって説明した」とのことだが，観光による

貸切バスの需要などが当分の間見出せない事情もあり，

説明会では18社もの会員事業者がアクセスバスの運行を
希望した．「せっかく手を挙げているからね．多分3分
の1くらいに（事業者数を）まとめた方が良かったのか
なあと思ったんですけどね，-中略-	
 バス事業者も仕事

が全然なくなるかなって感じはありましてね」とのこと

で，国内線就航再開当時わずか6便しかない空港のアク
セスバスを公平性を踏まえて18社で共同運行することと
なった．その後の事業者間の調整については，「たまた

ま幹事事業者として仙南交通さんが手を挙げてくれまし

たんでね，幹事事業者ってのをお願いして，それからス

タートしていったんです」とのことで，その後は後出す

る仙南交通株式会社が，アクセスバスのオペレーション

を行っていくこととなる．	
 

	
 

5-3.仙南交通株式会社	
 

	
 仙南交通株式会社（以下，仙南交通）は，宮城県仙台

市太白区に拠点を置くバス事業者である．貸切バスの運

行のほかに，宮城県名取市の委託を受け，コミュニティ

ーバス「なとりん号」の運行を行っている．	
 

	
 東日本大震災の応急・復旧期においては，本稿でとり

あげるアクセスバスの運行，幹事のほかに，JRの代替輸

送バス，名取市の要請による遺体安置所と避難所を結ぶ

シャトルバス及び被災地視察バスの無償運行，石巻市に

おける医療機関への無料支援バス（費用は仙南交通と他

企業の折半で運行），東北電力女川原子力発電所への作

業員の輸送など，被災地の復旧復興に関わる旅客輸送で

大きな貢献を果たした．	
 

a) 独自で路線計画を検討	
 
木村氏は，旅行代理店の担当者と「鉄道や地下鉄の再

開はいつだろう」という話をした際に，まだ正式には発

表されていないが仙台空港就航再開が見込まれていると

いう情報を入手する．この情報を基に「絶対バスも必要

になるだろう」と考え，その後数日で路線計画を立て，

仙台空港鉄道株式会社，運輸局，バス協会にプランを持

って行った．そのプランでは仙南交通を含む5，6社によ
る共同運行を計画していた．しかし，その後にバス協会

の担当者から「（バス協会）全体で受けるかどうかにす

るから」という話を受けたという．	
 

b) 運行事業者説明会の参加	
 
	
 4月5日，木村氏はバス協会によるアクセスバス運行事

業者説明会に参加した．説明会では，いつから運行する

のか，飛行機は何便就航するか，バス停の位置はどうす

るか，どのルートを運行するかなど，運行計画を立てる

上で必要である具体的な情報は何もない状態だったとい

う．木村氏は，事前に練っていた独自プランを公開した

その流れで，「私が（幹事を）やりましょう」という話

になり，仙南交通が幹事会社を引き受けることとなった．	
 

c) 突然の仙台空港就航再開の発表	
 
	
 木村氏は，会議に参加するためにバス協会に出向いた

際，バス協会のテレビで仙台空港再開とアクセスバス運

行開始のニュースを初めて聞いたという．運行の詳細が

決まる前にプレスリリースされてしまった時の動揺につ

いて木村氏は，「現場とすると，誰も聞いてねーよって，

しーんとなってたのは，ありました」と語っている．運

行を開始するにあたって，料金収受の方法，チケットな

ど決まっていないことは数多くあった．また，旅客輸送

の安全面から考えても，「もうちょっと時間が欲しい」

と思ったという．一方で，「(運輸局が)トップダウンで

強制的にやらせたのが（運行が）早くいった（要因）か

もしれませんね」，「全てが悪い風にはとっていません」

と，応急・復旧期の対応としては，仕方がない部分もあ

ったと語る．「あれで気合も入った」と当時の様子を振

り返っている．	
 

d) 運行開始直後の混乱	
 
	
 運輸局からは，事前に仙台空港利用者の積み残しがな

いように指示が出ていた．飛行機1便あたり160人の乗客
があったため，飛行機1便あたり，バスを4台準備してい
た．しかし，空港再開の数日前に仙台空港への自家用車
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による乗り入れが許可され，多くの空港利用者が自家用

車の送迎を使うこととなった．その結果，アクセスバス

を利用する人数は想定を大きく下回り，飛行機1便あた
り1台のバスが動く程度であったという．「当初は数字
が全く読めないというか，非常に苦慮しました」と木村

氏は語る．運行ダイヤを組んでいる都合で，乗客が乗っ

ていないバスも動かす必要もあり，「4台のうち3台はか
なりの空車」であった．	
 

e) 運行ダイヤについて	
 
	
 運行ダイヤについては，航空会社，運輸局双方から要

望があった．空港再開当初，応急対応により仙台空港の

到着ゲートは縮小され，発着を1つのゲートで行わなけ
ればならなかった．そのため，飛行機に乗る人が空港に

早めに到着してしまうと，飛行機から降りる人と錯綜が

生じる可能性があり，それを考慮し，航空会社から「あ

まり早くバスが到着しないようにして欲しい」と要望さ

れた．一方で，バスが遅延した場合，飛行機の出発を遅

らせることはできないことや，運輸局から，出発時刻の

2時間前までには仙台空港にバスが着くようにとの要望
があり，ジレンマの状態が生じた．その他に援助物資等

を運ぶトラックによる高速道路，インターチェンジ渋滞

についても考慮に入れる必要があり，最終的には飛行機

出発の1時間半前に到着するように設定した．	
 
	
 仙台空港の便数は日を追うごとに増えていったが，新

しく就航する飛行機の情報が仙南交通に入ってくるまで

には時間がかかった．そのため，新しい便に対応するダ

イヤをアナウンスするのが，3,4日前という状態であっ
た．また，飛行機のダイヤの影響を受けアクセスバスの

ダイヤも度々変わるため，乗客からのクレームもあった．

ダイヤ自体は余裕を持って組んでいたため，仙台駅から

空港へ向かう方面については遅延が発生せず，空港から

仙台駅へ向かう方面についても10 分程度の遅延で収ま
った．	
 

f) 幹事会社として	
 
	
 18社で共同運行をするという条件は厳しいものであっ

た．基本的には「どの会社も協力的だった」が，バスの

利用者が当初の想定を下回っていたこともあり，バスの

提供を拒むようになる事業者が出るなど，運用で苦労す

る面も多かった．また，他社のバスのクレームも一手に

引き受けるなどの対応にも追われた．一方で，「177日
間無事故で運行ができたことは素晴らしいことで，各バ

ス会社には感謝をしている」とも木村氏は語っている．

 

	
 

表-2仙台空港アクセスバスに関わる各機関の対応過程と抽出したエピソード	
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6.アクセスバス新設の状況と課題	
 

	
 アクセスバスは，運行事業者説明会からわずか8日間

で路線が新設され，仙台空港就航再開に合わせて運行

が開始された．本来であれば，運輸局の許認可申請だ

けでも1ヶ月以上かかるものであり，災害による特別輸
送とはいえ，驚異的なスピードでの新設であった．ア

クセスバスは，震災後の混乱もある中，仙台空港就航

再開日からアクセス線が再開するまでの177日間，無事
故で運行を行い，約19万人の輸送を担う重要な役割を
果たした．	
 

	
 迅速な路線新設にこぎつけた要因としては，国土交

通省が災害時の特例としてバス路線許認可簡略化の通

達を出していたこと，運輸局が仙台空港再開の可能性

を見越して準備に入っていたこと，運輸局，バス協会，

バス事業者の連携，並びに幹事会社を引き受けた仙南

交通が，先の需要を見通して独自にプランを考え，他

事業者を巻き込んでオペレーションを行ったことなど

が挙げられる．	
 

	
 一方で，幹事を引き受けた会社が，バス協会による

運行事業者説明会の前から，たまたま独自プランを練

っていたことが，今回の迅速な新設において特に大き

な要因であったとも解釈でき，今後の災害応急・復旧

期において，同様な対応ができない可能性もある．	
 

	
 また，18事業者の共同運行という非効率な運行形態
になってしまったことについて，バス協会の北村氏は

「多分3分の1くらいに（事業者数を）まとめた方が良

かったのかなあと思ったんですけどね，-中略-	
 バス事

業者も仕事が全然なくなるかなって感じはありまして

ね」,運輸局の庄子氏は「うち（運輸局）の方が個別で

事業者を指名するわけにもいきませんし，誰かが個別

に動くのもまずい」,「まとめるのが大変なので本当は

2,3社が良いんでしょうけど」とそれぞれ振り返ってい
る．今回のアクセスバスの新設に関しては，バス事業

者独自で計画し運行した訳ではなく，行政とバス協会

が運行の方針を主導している側面が大きい．行政が主

導で新設したバス路線という経緯もあり，震災で各バ

ス事業者の経営の先行きが見えない中で，効率性より

も公平に仕事を配分しなければならないという意識が

強く働いたと考えられる．一方で,上記のように運輸局

やバス協会の立場からも，運行するバス事業者数を絞

ることができれば良かったのではないかという声も挙

がっている．本ケースでは，バス協会が運行事業者説

明会を開催する前に，既に5,6社による共同運行を仙南
交通から関係各所に打診をしている．この打診が関係

各所で受け入れられれば，状況はまた変わっていたと

推察される．	
 

	
 迅速な対応が求められる災害復旧・応急期において，

行政が主導して民間事業者を動かす場合の公平性と効

率性のジレンマ問題は，今後の災害時対応において検

討すべき重要な課題であると考えられる．	
 

	
 

7.まとめ	
 

	
 本稿では，東日本大震災応急・復旧期において，ア

クセスバスが新設された状況について，対応にあたっ

た方々の「語り」を通して，エピソードの抽出を行っ

た．(表-2)その結果，表-1のような形式知を調査のベ

ースとした研究では得られない，対応者の当時の思い

や心の動きを含めた災害対応プロセスを記述すること

ができた．今後の課題としては，得られたエピソード，

教訓の活用が挙げられる．	
 Koumoto	
 et.al18）や太田19)は，

災害エスノグラフィーを行政の防災研修などに活用す

る試みを行っている．本研究の成果も，これらの既存

研究を参考にしながら，実務面において活用・共有を

模索したい．	
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注	
 

[1]国土交通省2)では，発災から概ね１週間を緊急対応期，概ね

１週間から１ヶ月までを応急期，概ね１ヶ月以降を復旧期と

定義している．本稿はこの定義に準ずることとする． 
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